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保守からスタートした業務範囲を工事や間接業務まで拡大

生産性向上

1.マルチスキル化の推進

コスト削減と労働力確保に対応



完工確保

ミライトグループ一丸となって今年度 工事完遂
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2.高度無線環境整備推進事業

ＪＶ内の稼働を横断的に調整し、工事実施



FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

【出所】総合通信基盤局及び各社発表資料より当社作成

0

５G基地局開設計画数推移

docomo KDDI

SoftBank 楽天Mobile

KDDI・SoftBank

５万局
(２０２1年度末)

docomo
2万局

(２０２1年度末)

２８万局(２０２３年度末)
ICTインフラ地域展開

マスタープラン3.0
総務省

docomo
3.2万局

(２０２2年度末)

１５万

6.8万

2.6万

１５万
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SoftBank

2.3万局 突破
(２０２2年1月)

SoftBank

1.４万局 突破
(２０２2年1月)

SoftBank

1万局 突破
(２０２1年3月)

docomo
１万局 突破
(２０２1年6月)

KDDI

1万局 突破
(２０２１年3月)

５G基地局の加速化要請(総務省)

3-1.モバイル市場の動向（5G基地局の開設計画と状況）

2023年度末までに

人口カバー率を9割に引き上げ



FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024

５
G

基地局整備
条件不利地域のエリア整備
5G等の高度化サービスの展開
鉄道/道路トンネルの電波遮蔽対策

docomo
3.7㎓帯 4.5㎓帯 28㎓帯

KDDI
3.7㎓帯 28㎓z帯

SoftBank
3.7㎓帯 28㎓z帯 ＋1.7㎓帯

楽天モバイル
3.7㎓帯 28㎓z帯

Local
5G

ローカル5Gエリア展開加速
28㎓帯 4.5㎓帯

人口カバー率96%達成
(4G専用基地局含む)

▲2020.3.25
商用サービス
開始

4G用周波数の
5G転用制度化

5G投資促進
税制創設

▲2020.4

2025年頃▲
約20万局

設備投資総額(2019～2024年累計)約1兆7,344億円（4社合計）

既 存 ３ G ／ ４ G エ リ ア へ の ５ G 基 地 局 導 入 を 推 進

携帯電話等エリア整備事業(高度化事業)の活用

５Ｇ投資促進税制による
５Ｇ基地局の前倒し整備促進

インフラシェアリングの推進

４G用周波数の５G化

▲2020.8

docomo 7,950億円
KDDI      4,667億円

SoftBank 2,061億円
楽天M 2,666億円

５Ｇ電波割当
▲2019.4

▲2020.11

▲2020.3.26
商用サービス
開始

▲2020.3.27
商用サービス
開始

▲2020.9.30
商用サービス
開始

人口カバー率 55%

今後10年間で5G・6Gに2.2兆円を投資 (2021年3月期 第2四半期投資家向け説明会より)

2023年 4G LTE
と遜色ないエリア展開へ

2030年までに約２兆円を投資 (KDDI BUSINESS SESSION 2020 onlineより)▲2020.4.1
㈱５G JAPAN 設立

2019年4月 5G開設計画の認定に係わる審査結果より

▲2020.10

▲2020.10
4Gバンドの
5G化認可

▲2021.6末 ▲2022.1
5G基地局
約2万局(予定)

▲2022.3末

▲2022.3末▲2021.5.14

▲2021.4 ▲
2021.10

▲2022.1末 ▲2022.春

▲2022.2

5G基地局 約3.2万局(予定)

▲2022.3末

4.7㎓帯
28㎓帯

▲2020.12 周波数割当

ロ ー カ ル ５ Ｇ 等 の 利 活 用 促 進

28㎓帯

▲2019.12 周波数割当

ロ ー カ ル ５ Ｇ 周 波 数 の 拡 大

開発実証の結果を踏まえ、ローカル5Gの利用ルール等を順次整備ローカル５Ｇ周波数の拡大ローカル５Ｇの制度化

▲2022.夏

▲2021.12
５G基地局の加速化要請(総務省)
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▲

▲

2023年まで１兆円の設備投資 (第29回定時株主総会より)

▲
2022.9

▲2022.3末

ローカル5Gの申請者及び免許人:102者 (本免許取得済:91者)

▲2022.1末現在

3-2.モバイル市場の動向（5Ｇ基地局整備に向けた動向）



NTTドコモ様と連携して
ローカル５Gソリューション協創ラボを開設

検証ルーム商談／展示ルーム

５Ｇラボ開設
（ミライト新木場ビル）パートナー企業製品の

５G検証

新たな可能性の創造

5G

ローカル5G通信を実感

新たな価値の創造

協業で新たな
ソリューションの創出

先進的技術の活用

共同で先進的技術の普及

パートナー企業の持つ技術PR
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４-1.ローカル５Ｇ －ソリューション協創ラボ－



実験に参画

ローカル5G設備の構築と技術検証を実施

ローカル5Gの性能評価と
エリア・システム構成検証

最適な
5Gエリア構築

「総務省ローカル5G実証実験」
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-2.ローカル５Ｇ



〇NTT局駐車場におけるEV充電器設置工事

NTT局舎
故障対応、遠隔管理

電柱

設置後の通信・動作確認

設置後の状況

ＥＶ車

国内最大規模の施工実績
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5.ＥＶ充電器設置事業



海外の無電柱化率との比較

100%

100%

49%

8%

ロンドン・パリ・香港（2004年）

シンガポール（2001年）

ソウル（2017年）

東京23区（2017年）

出所：国土交通省資料より当社作成

【先斗町 無電柱化工事の特徴】

京都を代表する景観地域で、狭隘道路であることが特徴であり、日本初となる新工法(小型BOX
方式)により施工。新工法は、従来の工法よりも安価・短工期で実施でき、東京都をはじめ、多
くの自治体が見学に訪れるなど注目された工事である。

狭隘地で新工法にて実施

狭隘地で重量物を人力運搬で実施

施工前 施工後

狭隘道路に対する複数の新工法にて実施
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6.無電柱化工事への取り組み



電子棚札を基盤に
「店舗ＤＸ」
にチャレンジ

①電子棚札 ②タッチ式液晶プライスレール

⑤電子ペーパー
サイネージ

⑨検温機能付きサイネージ
来店者認識・フロア案内

⑩空中ディスプレイ
⑥導線追跡

④棚在庫管理

③顔認証AIサーマルカメラ
来店者識別、属性識別

⑪キャッシュレス

⑦接客サポート ⑧電子ペーパーPOP

⑫AI

店舗DXソリューション

電子棚札ＧＷ

価格連動

ＥＣサイト電子棚札
サーバー

電子棚札
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7-1.ＤＸ① －電子棚札システム－

 ビックカメラ、ソフマップ等の店舗へ設置完了。さらなるビジネス拡大へ

 次世代型売り場環境のキーとして、ネットとリアル店舗を融合

⇒お客様とのコミュニケーションツールとして、新しい買物体験を提供



リアル×バーチャル空間の融合で新たなビジネスを創出

本省

DXルーム

つくば

DXセンター

83DX
ネットワーク

（本局）
中部インフラDX
ソーシャルラボ

新丸⼭ダム

工事事務所

無人化・自動化機械

オンライン会議

センター

の活用

中部インフラ

DXセンター

・BIM/CIM活用研修
・実現場のVR監督検査
・建設機械遠隔操作

・BIM/CIM設計の実運用
・４D化施工手順
・ドローン、ウェアラブルカメラ
・ダム施工のICT化、無人化

・学生、一般者へPR
・企業等との意見交換
・中部技術と情報共有

リアルフィールド バーチャルフィールド

ARでの現地確認

教育環境のＤＸ 他にも様々なＤＸ製造業のＤＸ 医療現場のＤＸ
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 国交省中部地方整備局における先進DXの企画・設計・施工、プロモーション及び人材育成を総合プロ

デュースし「インフラＤＸソーシャルラボ」「インフラＤＸセンター」を構築

 リアル×バーチャル空間を融合により、新たなビジネスを創出

7-2.ＤＸ② －建設ＤＸ－



【導入対象工事・設備】

・基幹ネットワーク(LAN/WAN/Internet）、通話システム

・ホテル管理システム（PMS（Property Management System））との連携

✓ 客室制御（空調/照明制御） ✓ IPTV ✓ オーダーリングシステム ✓ ゲストカードキー等

・客室の在／不在を考慮した照明／空調の自動省エネ運転 等

【今後の展開】

・スマートCityの実現に向けてホテルでのＤＸを今後導入展開

構築事例）
ROKU KYOTO, LXR Hotels & Resorts様
（2021.9.16開業）

ＮＴＴコミュニケーションズ様と連携してハイグレードホテルのICT環境を構築

⇒ホテルのDX化に貢献

客室情報管理

・ルームステイタス
・ルームオーダー
・省エネ制御

12

7-3.ＤＸ③ －ハイグレードホテルICT環境構築－



自前ＤＣで培ったノウハウにより、更なるサービス拡大を実現

自前DC及びDC in DCの運用

2018年6月 大阪第1データセンターをサービス開始

2019年5月 全フロア提供を完了しフル稼働運用開始

自前DCの
ノウハウを活用

2020年4月 大阪市内にDC in DCでのサービス提供開始
大阪第1データセンター

DC in DCによるサービス拡大

自前DC DC in DC

ニーズに応じて
NW化※

拡 大

※地下ケーブルでDC間を連携し、
自前DCで培ったノウハウにより、
更なるサービス拡大を実現 13

8.データセンター事業への取り組み



①人材・拠点
・ドローンスクール運営、4年間で1,000名以上のパイロットを輩出
・専門技術に特化したドローンスクールを開講（写真測量、自動運航）
・通信建設会社11社とのパートナーシップにより広域運用サービスを提供

③アライアンス
・通信会社の所外設備点検におけるドローン活用
・大手総合物流会社のドローン導入支援

（オーダーメイド研修、インストラクター派遣、ドローン販売）
・水管橋崩落事故に伴う各地方自治体からの要望に対応すべく、

水管橋点検サービス開始

②システム
・国産ドローンメーカーと販売代理店契約を締結

（NTT eDroneTechnology、東光鉄工、ACSL）
・ドローンメンテナンスサービスを近畿電機と共同で開始

水管橋点検

レスキュードローン
（東光鉄工製）

他企業とのアライアンスを活用し、設備点検、測量、農業、防災・災害対策などの市場を

ターゲットとして多様なサービスを実現

ミラテクドローンを中心にミライトグループにおけるドローン事業を展開
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9.ドローン事業への取り組み



２０２２年３月期グループ売上高は２１４億円（前期比１７億円増）を計画
（ICT区分（ラントロビジョン） １８４億円 マルチキャリア区分（豪州） ３０億円）

ラントロビジョンの事業戦略

・コア事業（ケーブリング）の回復・安定成長とM&Aによる事業領域拡大

⇒ コロナ感染拡大影響は依然として残るが、主軸のケーブリング事業は回復基調

⇒ 来期はコロナ前に回復、DC市場の成長を捉え事業拡大

⇒ YL Integrated、Shanghai ChanglingのM&Aによる新規事業領域の拡大を推進

⇒ Shanghai Changlingはタワーシェアリング事業を上海以外の都市にも進出

15

10.グローバル事業への取り組み



11.水族館・ミュージアム施設やまちづくり事業の展開

国内外の都市再開発・商業施設における
「コト消費」や「コミュニティ施設」としての水族館ニーズ

への高まりに対し協業により、

ＭＭＤ社は、
国内外で数多くの水族館・ミュージアム開発に携わってきた加藤尚行氏が新たに設立したスタートアップ企業で、
事業計画の策定から設計、施工、運営に至るまでワンストップサポートを提供する国内では数少ない企業です。
また、同社とは次世代長距離電力線通信の実証と社会実装に向けた検討・開発を共同で進めております。

水族館・ミュージアム施設や街づくりに関する企画、デザイン、
構築、運営に強みを有するMMD(株) へ出資及び業務提携

エネルギー・ＩＣＴ分野でのDX推進によるソリューションの提供
を開始
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12.コミュニケーションロボットを用いたDX推進

17

 ロボット「AI コミュニケーションロボット”temi”の日本総代理店 (輸入、企画・開発支援、実証実

験・実用化、市場展開を実施) である(株) hapi-robo stとの間で、両社の関係強化のため、

(株)ミライトがハピロボ社へ出資、業務提携契約を締結(2022.1.28)

コミュニケーションロボット”temi”を用いたDX推進を提案し、

新たな社会インフラのスマート化ニーズに応えるソリューションとして展開



13.通信タワーシェアリング事業への取り組み

通信タワー市場の創成期であり、アジアの中で最も

成長が期待される市場の一つであるフィリピンに

おいて当該事業を営むため新たに設立された

「LDIC社」に対し総合商社双日様とともに出資
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2020年5月にLantrovision(s)Ltd(本社:シンガポール)が
中国上海市を中心に通信タ ワ ー 建設工事及びシェア
リングサービスに実績のある
Shanghai Changling Communication Equipment Co.,Ltd
を子会社化 (発行済株式50.1％を取得)



点群データ取得サービス

社会の
DX推進に貢献

19

14.ＤＸ認定取得業者に選定

経済産業省が定めるDX認定取得事業者に選定

新たな価値を創造



資本の効率的活用や

投資者を意識した経営観点など

グローバルな投資基準の充足
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15.日経インデックス400構成銘柄に選定

2021年度のJPX日経インデックス400
構成銘柄に選定

企業価値向上



16.総務省「テレワーク先駆者百選」に選定

多様かつ柔軟な働き方
の一つとしてテレワークを推進し、
働き方改革を進めてまいります。

グループ会社である(株)ミライトは
総務省より 2021年度
「テレワーク先駆者百選」
に選定されました
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17. 東証TOPIXニューインデックスシリーズ

当社株式は東証TOPIXニューインデックスシリーズの
定期選定結果(2021.10.7公表)により

の構成銘柄になりました

22

（2021.10.29より実施）



18.東証新市場での採択結果

2022年４月４日に開始を予定されている

東京証券会社新市場区分として

に採択され、同日より移行する予定です

23



気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）

提言への賛同を表明

19. T C F D提言への賛同表明

「TCFD コンソーシアム」にも加盟致しました

今回のTCFD提言への賛同表明およびTCFDコンソーシアムへの加盟により、

提言に基づく、気候変動が当社グループの事業に与える
リスクや機会に関して分析を進め、より一層関連する
情報開示に努めてまいります。

※1 TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）
「TCFD」とは Task Force on Climate-related Financial
Disclosures の略で、G20 の要請を受け、金融安定理事会
（FSB）によって設立されました。
2017 年 6 月に公表した最終報告書で、企業等に対し、
気候関連のリスク及び機会が経営に与える財務的影響に
ついて、情報開示することを推奨しています。

※１

※２

※2 TCFD コンソーシアム
「TCFD コンソーシアム」とは TCFD に賛同する企業や
金融機関等が一体となって、企業の効果的な情報開示や、
開示された情報を金融機関等の適切な投資判断に繋げる
ための取組を議論する場として設立された組織です。
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E 環境

●環境マネジメントシステム（ISO14001）認証

●生物多様性保全

⇒里⼭保全活動の継続等を通じた環境作り

●気候変動対策

⇒グループ会社による再生可能エネルギー関連工事実施

（太陽光発電、EV充電器、蓄電池システム）

⇒工事センタの照明LED化、太陽光発電設備導入など

⇒社用車のエコドライブ推進

●建設副産物のリサイクル

⇒ECOドラムの採用

⇒使用後のユニフォーム・ヘルメット等のサーマル処理

⇒会議のペーパーレス化推進

●水の安全保障

⇒グループ会社による上下水道工事実施

⇒水道管工事施工管理システム

「フォトクラクションウォーター」販売開始

⇒AIを活用した水道管漏水予測技術実証研究（熊本市）に参画

⇒ドローンを活用した貯水池の採水及び藻の繁殖調査

⇒給排水管セルフクリーニングシステム（ナノゲート）提供
25

20-1.ＥＳＧへの取組 －環境 (Environment)－



●労働安全衛生マネジメントシステム（ISO45001）認証

●健康と安全
⇒安全パトロール実施

⇒危険体験・体感研修実施

⇒メンタルヘルス・健康管理の支援実施

●人権と地域社会

⇒社会インフラ設備の構築（通信・監視カメラ・高速道路など）

⇒大規模災害時の社会インフラ設備の早期復旧

⇒ダイバーシティの推進 （女性・シニア・障害者雇用推進）

⇒海外における現地人材の活躍推進

●労働基準

⇒働き方改革の推進
・時間外労働の適正化と年次有給休暇の取得促進

・各種制度の整備（フレックス、変形労働、テレワーク）

・DX推進による効率化

S 社会

26

20-2. ＥＳＧへの取組 －社会 (Social)－



●コーポレートガバナンス・コードは、全８３項目コンプライ（2021年12月）

●監査等委員会設置会社への移行予定（2022年6月開催予定の第12回定時株主総会での承認を前提）

●コーポレートガバナンス

⇒社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会の設置 （2018年12月）

⇒取締役および執行役員（社外取締役および非業務執行の取締役を除く） に対し、

業績連動型株式報酬制度を導入（2016年9月）

対象範囲を統合３社にも拡大（2019年12月）

⇒取締役会の実効性に関する自己評価実施

●腐敗防止体制の構築

⇒内部統制システムの確立による適切なグループ運営

⇒コンプライアンス委員会等による個別課題の審議

⇒コンプライアンスマニュアル策定・配布等による企業倫理の浸透・徹底

⇒社外通報窓口の設置（なんでも相談室、コンプラ目安箱）

⇒各国・各地域の法令を遵守した適切な納税

●リスクマネジメント

⇒リスク管理委員会等による的確なリスク管理の実施

⇒情報セキュリティマネジメントシステムを活用した情報管理の徹底

⇒各種対策の実施（BCP（事業継続計画）の策定、安否確認システム構築、防災訓練実施等）

G ガバナンス
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20-3. ＥＳＧへの取組 －ガバナンス (Governance)－



ミライトＧみらいカレッジ

新分野へのスキルチェンジ ／ マルチスキル技術者育成

キャンパスリアル キャンパスデジタル

市川

神戸
（六甲） 仙台

熊谷
広島

今治

シンガポール

先端技術を
実体験

いつでも／
全国どこからでも

ＬＭＳ
管理

Ｌearning
Management
System

オールミライトＧ

ＳＯＬ ＳＴＫ ＭＨＤ／ＭＲＴ／ＭＴＣ ＴＴＫ ＬＴＶ

コア会社 （グループ会社）

協 力 会 社

21-1.みらいカレッジ①
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21-2.みらいカレッジ②

2022年7月 企業内大学
「みらいカレッジ」発足



女性の
活躍促進

22.女性活躍推進
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■ 安全確保

■ Ｗｉｔｈコロナ時代の健康経営

１．安全は 「扇の要」

３．事故件数 減 「数字にこだわる」

２．安全を 「科学」 する

感染症対策 / 熱中症対策 / メンタル・ヘルスケア

●

31

23.安全の取組み



ミライトグループの安全スローガン

24.安全スローガン
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※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

2021年12月末 Ｂ/Ｓ

資産・負債・純資産の状況

資産

３,３７６

（内訳）

流動資産 ２,１６３

現預金等 ３８０

完成工事未収入金等 １,２０９

未成工事支出金等 ４２４

固定資産 １,２１３

有形固定資産 ８８２

無形固定資産 ８２

投資その他の資産 ２４８

負債

９９７

工事未払金等 ５０７

有利子負債 ９２

純資産

２,３７８

（内訳）

資本金 ７０

資本剰余金 ６９６

利益剰余金 １,６5９

自己株式 ▲１３８

非支配株主持分 ５０

【単位：億円】

自己資本

２,３２８

自己資本比率

６９.０％

2021年3月末 Ｂ/Ｓ

資 産

３,５８７

（内訳）

流動資産 ２,３３４

現預金等 ４４７

完成工事未収入金等 １,４７６

未成工事支出金等 ３０７

固定資産 １,２５２

有形固定資産 ８６６

無形固定資産 ７５

投資その他の資産 ３１０

負債

１,２７４

工事未払金等 ６３２

有利子負債 １０１

純資産

２,３１３

（内訳）

資本金 ７０

資本剰余金 ６９５

利益剰余金 １,５５２

自己株式 ▲１０８

非支配株主持分 ４９

【単位：億円】
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25-1.決算補足資料（資産・負債・純資産の状況）



（注） １．ネットキャッシュは現金及び現金同等物から有利子負債を差し引いたもの

２．現金及び現金同等物は３カ月超の預金及び有価証券を除く

現預金等・有利子負債

キャッシュ・フロー

（注）フリー･キャッシュ・フロー＝営業キャッシュ・フロー＋投資キャッシュ・フロー

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。

単位：億円 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

現金及び現金同等物 322 356 316 428

有利子負債 ▲ 190 ▲ 300 ▲ 278 ▲ 101

ネットキャッシュ 132 56 38 327

単位：億円 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

営業キャッシュ・フロー 125 64 79 416

投資キャッシュ・フロー ▲ 100 ▲ 135 ▲ 91 18

財務キャッシュ・フロー ▲ 36 ▲ 19 ▲ 28 ▲ 322

フリー・キャッシュ・フロー 25 ▲ 71 ▲ 12 434

2021年3月期

３ Q

2022年3月期

３ Q

305 11

46 5

▲ 300 ▲ 90

▲351 16

2021年3月期

３Q

2022年3月期

３Q

366 360

▲ 123 ▲ 92

243 268
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25-2.決算補足資料（資本状況の推移）



単位：億円 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期
2022年3月期

（計画）

設備投資額 126 193 91 105 100

減価償却費 30 40 58 62 61

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

自己資本比率 58.5% 59.3% 61.2% 63.1%

自己資本利益率

（ＲＯＥ）
8.8%

15.4%
（9.4%）

7.4% 11.0%

総資産利益率

（ＲＯＡ)
5.1% 9.1% 4.5% 6.8%

（注）2019年3月期の（）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

※単位（億円）未満の金額は切り捨てて記載しております。 35

25-3.決算補足資料（主な経営指標の推移）

設備投資・減価償却費

資本関係指標



2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期
2022年3月期

（予想）

配当性向 24.1%
13.5%

（23.6%）
26.7% 19.6% 24.5%

総還元性向 24.1%
13.5%

（23.6%）
95.4% 59.0％ 46.6%

（注）2019年3月期の（）内の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を除いた数値

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

発行済株式数 85,381千株 108,325千株 108,325千株 108,325千株

潜在株式数 12,061千株 12,098千株 － －

自己株式数 5,840千株 6,418千株 479千株 6,482千株

１株当たり利益 145.41円 295.34円 149.93円 229.59円

株主総利回り（TSR） 196.3% 192.2% 166.5% 225.1%

（注） １．2019年３月期の１株当たり利益（EPS）の数値は、経営統合に伴う特別利益（負ののれん発生益等 100億円）の影響を含めた数値

２．株主総利回り（TSR）は、過去５年間の数値 36

25-4.決算補足資料（株式関係指標の推移）

株主還元指標

株式関係

（EPS）



-35%

-25%

-15%

-5%

5%

15%

25%

35%

45%

2018年3月 2019年3月 2020年3月 2021年3月

TOPIX

N225

当社

主要ＩＮＤＥＸ騰落率比較（終値ベース）

2018年3月31日
ミライトHD 株価

1,694円
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26.株価の状況（株価推移：2018年3月31日～2021年12月31日）

 株価 1 , 8 9 7円

 ＰＥＲ 8 . 4 7倍

 ＰＢＲ 0 . 8 5倍

 配当利回り 2 . 9 0％

【2021年12月30日の株価】

(株)ミライト・ホールディングス

2021年9月14日
ミライトHD 最高値

2,400円



大株主
所有株式数

（千株）

持株比率

（％）
株主構成比率（自己株式除く）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,628 13.6

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,624 10.6

住友電気工業株式会社 3,668 3.7

住友電設株式会社 2,488 2.5

GOVERNMENT OF NORWAY 2,135 2.1

ミライト・ホールディングス従業員持株会 1,920 1.9

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 1,478 1.5

野村信託銀行株式会社（投信口） 1,362 1.4

株式会社みずほ銀行 1,300 1.3

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 1,229 1.2

個人

22.6%

国内法人

11.7%

外国法人等

26.4%

証券会社

0.9%

金融機関

38.4%

※１．持株比率は当社所有の自己株式（7,941,546株）を控除して計算しております。

※２．持株数は百株未満を切り捨て、持株比率は小数点第１位未満を四捨五入して表示しております。
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27.株主構成（2021年９月30日現在）



変
更
前

保有株式数 継続保有期間 優待品 基準日 発送時期

100株以上 １年以上 1,000円

毎年
３月31日

基準日の
属する年の
７月中旬頃1,000株以上

１年以上３年未満 2,000円

３年以上 3,000円

変
更
後

保有株式数 継続保有期間 優待品 基準日 発送時期

100株以上 １年以上 1 , 0 0 0円

毎年

３月31日

基準日の
属する年の
７月中旬頃

500株以上. １年以上. 2 , 0 0 0円 .

1,000株以上

１年以上３年未満 3 , 0 0 0円 .

３年以上 4 , 0 0 0円 .

28.株主優待制度の変更

保有株式数が「500株以上1,000株未満」の区分の新設
1,000株以上保有している株主様への優待額について1,000円相当増額

392022年３月31日現在(基準日)の株主名簿に記録された株主様を対象に変更を適用いたします

QUOカード若しくは社会貢献活動団体(スペシャルオリンピックス日本)
への寄付の選択



未来への架け橋を つ く る ま も る



この資料における予想数値に関する記述・言明は、当社の現時点での計画、

見通しにもとづく将来の予測であります。

諸条件の変化により実際の業績は、本資料の予想とは大きく異なる可能性が

あります。

従いまして、本資料における予想値が将来にわたって正確であることを保証

するものではないことをご承知おき下さい。

株式会社ミライト・ホールディングス

注意事項


